
2030年の目標達成に向けた取組
（市民・事業者編）
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約299万ｔ-CO2

ZEHの推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民によるZEH・ZEH-Mの選択

札幌市独自の高断熱・高気密住宅である
「札幌版次世代住宅」の普及を図ることに
より住宅の省エネルギー化を促進します。

「札幌版次世代住宅基準」に適合する住宅の
認定及び建設費の補助や、普及啓発などを実
施しました。

【補助実績】
78件(令和5年3月31日時点)

令和５年度より太陽光発電設備と蓄電設備の
設置を要件化します。
その他については、取組を継続します。

住宅のエネルギー性能を年間の光熱費等で
「見える化」する制度を構築します。

建築主より届出がされた「建築物環境配慮計
画書（省エネ）」を元に、住宅のエネルギー
性能を４つのランクに分け、公表しました。

【公表実績】
218件(令和5年3月23日時点)

取組を継続します。

家賃・管理費等に省エネ性能（光熱費）を
加えたトータルコストによる集合住宅選び
のメリットについて、市民への啓発や情報
提供を行うことにより、省エネ性能の高い
集合住宅の選択を促します。

建築物環境配慮制度（CASBEE札幌・省エ
ネ）やZEHに関するホームページにおいて、
省エネ性能の高い集合住宅の情報を提供しま
した。

取組を継続します。

建築事業者によるZEH・ZEH-Mの供給

建築事業者を対象とした技術習得のための
講習会を開催します。

ZEBオンラインセミナー（令和5年3月8日開
催）にて、市内建築事業者を対象に、ZEBの
概要や試算事例に関する講習を実施しました。

取組を継続します。

集合住宅のZEH-M化に取り組む意欲的な
建築主等に対し設計費の補助などの支援を
行います。

「ZEB・ZEH-M設計支援補助金制度」によ
り、集合住宅のZEH-M化に取り組む建築主へ
設計費の補助を実施しました。

【補助実績】
３件

取組を継続します。

2



［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約299万ｔ-CO2

ZEHの推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民による戸建・集合住宅の省エネ改修

既存住宅の省エネ改修を促進するため、補
助制度の運用や普及啓発、管理組合等への
情報提供を実施します。

『札幌市住宅エコリフォーム補助制度』にて、
省エネリフォーム工事（窓、断熱）を行った
市民に対して補助を行いました。

【補助実績】
101件(令和5年3月31日時点)
分譲マンションの無料相談を行っている北海
道マンション管理組合連合会に補助制度をま
とめたリーフレットを送付し管理組合等への
情報提供を行いました。

住宅エコリフォーム補助事業では、令和５年
度より全熱交換器の補助項目を新設します。
その他については、取組を継続します。

市民による省エネ・再エネ・畜エネ機器の導入

燃料電池機器や太陽光発電、蓄電池、地中
熱ヒートポンプシステム等に対する補助制
度により導入を促進します。

「再エネ省エネ機器導入補助金制度」により、
太陽光発電や定置用蓄電池等を導入する市民
に対して補助を行いました。

【補助実績】
793件
「再エネ機器導入初期費用ゼロ事業補助金制
度」により、太陽光発電又は定置用蓄電池を
初期費用ゼロで導入する市民に対して補助を
行いました。

【補助実績】
51件

取組を継続します。
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約299万ｔ-CO2

ZEHの推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民による省エネ・再エネ・畜エネ機器の導入

暖房・給湯などの機器については、二酸化
炭素排出量が多い灯油や重油などを使用す
る機器から、二酸化炭素排出量が少ない電
気やガスなどを使用する省エネ機器への転
換に向けた取組を進めます。

「省エネ機器エネルギー源転換補助金制度」
を新たに創設し、エネルギー源転換を行った
市民に対して補助を行いました。

【補助実績】
・寒冷地エアコン4件
・エコキュート1件

取組を継続します。
寒冷地エアコンやエコジョーズといった電気
やガスを使用する省エネ機器へ取り換えを促
すためにキャッシュレスポイントを付与し、
積雪寒冷地の暖房使用によるCO2排出量が高
いという課題に対応するため、省エネ行動や
省エネ機器買替のポイント等を発信し、熱源
転換等の環境保全に資する行動変容を促しま
す。
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約299万ｔ-CO2

ZEBの推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

事業者によるZEBの選択

建築物のエネルギー性能を年間の光熱費等
で「見える化」する制度を構築します。

建築主より届出がされた「建築物環境配慮計
画書（省エネ）」を元に、建築物のエネル
ギー性能を４つのランクに分け、公表しまし
た。

【公表実績】
72件(令和5年3月23日時点)

取組を継続します。

建設費や維持管理費等に省エネ性能（光熱
費）を加えたトータルコストによる建築物
選びのメリットについて、事業者への啓発
や情報提供を行うことにより、省エネ性能
の高い建築物の選択を促します。

建築物環境配慮制度（CASBEE札幌・省エ
ネ）やZEBに関するホームページにおいて、
省エネ性能の高い建築物の情報を提供しまし
た。

取組を継続します。

都心部において、新築・改築時の事前協議、
運用報告、公表・表彰、優良取組への支援
を行う制度を導入し、建築物の省エネ化、
エネルギーの面的利用等を促進します。

「札幌都心Ｅ！まち開発推進制度」の事前協
議により、建築物の省エネ化、エネルギーの
面的利用等の誘導を進めました。

取組を継続します。

建築事業者によるZEBの供給

建築主、建築事業者の双方に光熱費等の削
減効果をわかりやすく示す「見える化ツー
ル」を作成するとともに、建築事業者を対
象とした技術習得のための講習会を開催し
ます。

ZEBオンラインセミナー（令和5年3月8日開
催）にて、市内建築事業者を対象に、「建築
物の光熱費見える化ツール」を紹介しました。

取組を継続します。

オフィスビルのZEB化に取り組む意欲的な
建築主等に対し設計費の補助などの支援を
行います。

「ZEB・ZEH-M設計支援補助金制度」によ
り、オフィスビルのZEB化に取り組む建築主
へ設計費の補助を実施しました。

【補助実績】
9件

取組を継続します。
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約299万ｔ-CO2

6

ZEBの推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

事業者による建築物のエネルギーマネジメント

建築物のエネルギーロス改善を目的とした
事業者向け省エネ講習会を開催します。

省エネオンラインセミナー（令和5年3月13
日開催）にて、市内事業者を対象に、建築物
のエネルギーロス改善事例に関する講習を実
施しました。

取組を継続します。

環境保全行動計画書の提出事業者に対し、
温室効果ガス排出削減の効果が高いと考え
られる設備改修や運用改善の事例を紹介す
るなど、省エネのさらなる取組を働きかけ
ます。

環境保全行動計画・自動車使用管理計画にお
ける集計・分析を行い、結果をHPに公表しま
した。

取組を継続します。

事業者による省エネ・再エネ・畜エネ機器の導入

製造業の工場等における脱炭素化・省エネ
を促進するため、エネルギー消費量の把握
や代替設備の提案等を行う診断事業や、省
エネ設備導入に対する補助などを行います。

- セミナー・相談会の開催や、診断事業及び設
備導入に対する補助を行います。

【補助予定件数】
・製造業省エネ・カーボンニュートラル促進診
断費補助 10件程度
・製造業省エネルギー設備導入補助 100件程
度

省エネルギー設備又は再生可能エネルギー
設備等を導入する者にして、融資制度
（カーボンニュートラル推進資金）を創設
し、支援を行います。

- 令和５年度より、省エネルギー設備又は再生
可能エネルギー設備等の導入に係る融資制度
を創設します。



［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

建築物等への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

【再掲】市民によるZEH・ZEH-Mの選択

札幌市独自の高断熱・高気密住宅である
「札幌版次世代住宅」の普及を図ることに
より住宅の省エネルギー化を促進します。

「札幌版次世代住宅基準」に適合する住宅の
認定及び建設費の補助や、普及啓発などを実
施しました。

【補助実績】
78件(令和5年3月31日時点)

令和５年度より太陽光発電設備と蓄電設備の
設置を要件化します。
その他については、取組を継続します。

住宅のエネルギー性能を年間の光熱費等で
「見える化」する制度を構築します。

建築主より届出がされた「建築物環境配慮計
画書（省エネ）」を元に、住宅のエネルギー
性能を４つのランクに分け、公表しました。

【公表実績】
218件(令和5年3月23日時点)

取組を継続します。

家賃・管理費等に省エネ性能（光熱費）を
加えたトータルコストによる集合住宅選び
のメリットについて、市民への啓発や情報
提供を行うことにより、省エネ性能の高い
集合住宅の選択を促します。

建築物環境配慮制度（CASBEE札幌・省エ
ネ）やZEHに関するホームページにおいて、
省エネ性能の高い集合住宅の情報を提供しま
した。

取組を継続します。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

建築物等への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

【再掲】事業者によるZEBの選択

建築物のエネルギー性能を年間の光熱費等
で「見える化」する制度を構築します。

建築主より届出がされた「建築物環境配慮計
画書（省エネ）」を元に、建築物のエネル
ギー性能を４つのランクに分け、公表しまし
た。

【公表実績】
72件(令和5年3月23日時点)

取組を継続します。

建設費や維持管理費等に省エネ性能（光熱
費）を加えたトータルコストによる建築物
選びのメリットについて、事業者への啓発
や情報提供を行うことにより、省エネ性能
の高い建築物の選択を促します。

建築物環境配慮制度（CASBEE札幌・省エ
ネ）やZEBに関するホームページにおいて、
省エネ性能の高い建築物の情報を提供しまし
た。

取組を継続します。

都心部において、新築・改築時の事前協議、
運用報告、公表・表彰、優良取組への支援
を行う制度を導入し、建築物の省エネ化、
エネルギーの面的利用等を促進します。

「札幌都心Ｅ！まち開発推進制度」の事前協
議により、建築物の省エネ化、エネルギーの
面的利用等の誘導を進めました。

取組を継続します。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

建築物等への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

【再掲】建築事業者によるZEH・ZEH-M・ZEBの供給

建築事業者を対象とした技術習得のための
講習会を開催します。

ZEBオンラインセミナー（令和5年3月8日開
催）にて、市内建築事業者を対象に、ZEBの
概要や試算事例に関する講習を実施しました。

取組を継続します。

集合住宅のZEH-M化に取り組む意欲的な
建築主等に対し設計費の補助などの支援を
行います。

「ZEB・ZEH-M設計支援補助金制度」によ
り、集合住宅のZEH-M化に取り組む建築主へ
設計費の補助を実施しました。

【補助実績】
３件

取組を継続します。

【再掲】市民による省エネ・再エネ・畜エネ機器の導入

燃料電池機器や太陽光発電、蓄電池、地中
熱ヒートポンプシステム等に対する補助制
度により導入を促進します。

「再エネ省エネ機器導入補助金制度」により、
太陽光発電や定置用蓄電池等を導入する市民
に対して補助を行いました。

【補助実績】
793件
「再エネ機器導入初期費用ゼロ事業補助金制
度」により、太陽光発電又は定置用蓄電池を
初期費用ゼロで導入する市民に対して補助を
行いました。

【補助実績】
51件

取組を継続します。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

建築物等への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

事業者による市有施設への再エネ導入

民間事業者による学校等の市有施設や未利
用地へ太陽光発電設備の導入を促進します。

設置対象施設６施設において、公募にて選定
した事業者とPPAによる太陽光発電設備の設
置に向け、事前検討を行いました。

事業者による事前検討の結果、設置可能と判
断した円山動物園において、太陽光発電設備
の設置を行います。
市が所有する未利用地において、太陽光発電
設備の設置に向けた土質調査を行うとともに、
設置場所となる施設等の特性に応じた事業手
法等の調査・検討を行います。

環境負荷の少ない電力供給の選択

各電気小売事業者の温室効果ガス
（CO2）排出係数等、市民・事業者が環
境負荷の少ない電力供給を選択するのに役
立つ情報発信について検討します。

「さっぽろ再エネ電力認定・公表制度」によ
り、市民や市内事業者等に対して再エネ電力
を提供する小売電気事業者の情報を広く周知
するとともに、本制度参加小売電気事業者の
再エネ電力プランへの切替えに係る電力需給
契約を締結した市内事業者・団体を認定、取
組事例を本市ホームページに公表しました。

【実績】
小売電気事業者掲載数 11件
認定企業数 １件

取組を継続します。

太陽光発電設備及び定置用蓄電池に対する
補助制度により企業やマンション管理組合
等への導入を促進します。

「自家消費型太陽光発電設備導入補助金制
度」を新たに創設し、太陽光発電設備や定置
用蓄電池を導入する企業等に対して補助を行
いました。

【補助実績】
1件

取組を継続します。

10



［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

建築物等への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

事業者による省エネ・再エネ・畜エネ機器の導入

製造業の工場等における脱炭素化・省エ
ネを促進するため、エネルギー消費量の
把握や代替設備の提案等を行う診断事業
や、省エネ設備導入に対する補助などを
行います。

- セミナー・相談会の開催や、診断事業及び
設備導入に対する補助を行います。

【補助予定件数】
・製造業省エネ・カーボンニュートラル促進
診断費補助 10件程度
・製造業省エネルギー設備導入補助 100件
程度

省エネルギー設備又は再生可能エネル
ギー設備等を導入する者にして、融資制
度（カーボンニュートラル推進資金）を
創設し、支援を行います。

- 令和５年度より、省エネルギー設備又は再
生可能エネルギー設備等の導入に係る融資
制度を創設します。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

地域への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

都心部への再エネ導入

都心部を主な供給エリアとする地域新電力
事業を立ち上げ、清掃工場のバイオマス電
力の活用や道内の再生可能エネルギー発電
事業との連携に取り組むとともに、都心エ
リアの建物や市有施設への電力供給につい
ても検討を行います。

都心部への再生可能エネルギーの導入手法に
ついてスキームの整理を行いました。

札幌都心部への再生可能エネルギーの導入手
法について、具体的な手法および導入に向け
た支援策の検討を行います。

地域新電力における再生可能エネルギー由
来の電力供給量を増やすため、道内の風力
や太陽光、バイオマス等電力の導入に向け
て、他自治体との連携体制づくりを進めま
す。

都心部への再生可能エネルギーの導入手法に
ついてスキームの整理を行いました。

札幌都心部への再生可能エネルギーの導入手
法について、具体的な手法および導入に向け
た支援策の検討を行います。

都心部において、地域熱供給への再生可能
エネルギーの導入を段階的に拡大します。

地域熱供給における再生可能エネルギーの導
入拡大を想定した、熱供給プラントおよび熱
供給ネットワークの拡充手法について検討を
行いました。

再開発事業と連動した熱供給プラントおよび
熱供給ネットワークの整備拡充に向けた関係
者調整等を進めます。

AI・ICT技術を取り入れたエネルギー管理
システムを段階的に導入し、エネルギー利
用の最適化を図ります。

再開発事業と連動した熱供給プラントの整備
計画に際し、ICT等を活用した次世代技術の
導入について熱供給事業者との協議等を進め
ました。

再開発事業と連動した熱供給プラント整備に
際し、ICT等を活用した次世代技術の実装に
向け、関係者調整等を進めます。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

地域への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

ごみ焼却・下水エネルギー・水力エネルギーの活用

清掃工場の建て替え時に、高効率なエネル
ギー回収システムを導入し、ごみ焼却エネ
ルギーのさらなる活用を図ります。

駒岡清掃工場の更新において、効率的なエネ
ルギー回収システムの導入により、エネル
ギー供給拠点としての機能を高め、一次エネ
ルギーの削減とそれに伴うCO2削減を図るこ
とを計画しており、令和７年度の運用開始に
向け、更新工事を進めました。

取組を継続します。

下水やその処理水、汚泥などが有するエネ
ルギー・資源を積極的に活用します。

東部スラッジセンターにおける焼却廃熱発電
設備の導入を検討しました。
下水熱の利用を検討するために必要となる情
報を取りまとめた「札幌市下水熱利用ガイド
ライン」を策定しました。

引き続き東部スラッジセンターにおける焼却
廃熱発電設備の導入検討を行います。
西部スラッジセンター2系焼却施設における
焼却廃熱発電設備の供用を開始します。
市有施設における下水熱ロードヒーティング
の導入検討を行います。

水力エネルギーの効率的な活用を進めます。 平岸配水池水力発電設備新設工事については、
令和4年12月にしゅん工し、2月1日～売電
を開始しています。
豊平川水道水源水質保全バイパス水力発電事
業については、工事に着手しました。

豊平川水道水源水質保全バイパス水力発電事
業については、水力発電導入に向け、設備新
設工事（令和8年度完了予定）を引き続き実
施します。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約218万ｔ-CO2

地域への再生可能エネルギー導入の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

水素モデル街区の形成

再生可能エネルギーを活用した水素供給の
仕組みの構築について検討するとともに、
都心部において、水素ステーションと燃料
電池を導入した災害に強く環境にやさしい
モデル街区を形成します。

水素サプライチェーンの構築に向け、石狩湾
に建設予定の洋上風力から発生する余剰電力
を活用した水素製造や地域内での利活用、道
内外への輸送等の水素サプライチェーンの事
業化の可能性について、民間事業者がNEDO
の事業採択を受けて検証等を行っており、本
市はその調査協力を行っています。
「水素エネルギー」を活用した「災害に強く
環境にやさしいモデル街区」として、旧・中
央体育館跡地(中央区大通東５丁目)に、FCバ
スやFCトラックなどの大型車にも対応した
「定置式水素ステーション」と、「純水素型
燃料電池を備えた、水素の普及啓発機能を持
つ集客交流施設」を官民連携により整備する
こととし、先行して水素ステーションの整備
を進めるため、実施事業者を公募型企画競争
により募集・決定しました。

水素サプライチェーンの構築を目指して、引
き続き、関係事業者等への協力や、国や事業
者等の動向について、情報収集・情報交換を
行います。
水素モデル街区のうち、先行して水素ステー
ションの整備を開始します。
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［移動］ 移動の脱炭素化

2030年の目標 目標削減量：約132万ｔ-CO2

ゼロエミッション自動車の普及推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民・事業者によるゼロエミッション自動車の選択

電気自動車（EV）やV2H充電設備 、燃
料電池自動車（FCV）などを導入する市
民・事業者への補助、水素ステーションの
整備を行う事業者への補助及び公用車
FCVを活用した普及啓発などを行います。

補助制度の運用により補助金の交付を行い、
次世代自動車の普及促進を図りました。

【補助実績】
・自動車：167台
・V2H充電設備：28基
「環境広場さっぽろ2022」に公用車FCVを
展示し、FCVの普及啓発を行いました。また
「北海道マラソン2022」において先導車と
してFCVの貸出を行いました。
「水素エネルギー」を活用した「災害に強く
環境にやさしいモデル街区」として、旧・中
央体育館跡地(中央区大通東５丁目)に、FCバ
スやFCトラックなどの大型車にも対応した
「定置式水素ステーション」と、「純水素型
燃料電池を備えた、水素の普及啓発機能を持
つ集客交流施設」を官民連携により整備する
こととし、先行して水素ステーションの整備
を進めまするため、実施事業者を公募型企画
競争により募集・決定しました。

高額車両への補助上限金額の見直しやHV・
NGVへの補助の廃止など、補助制度の精査を
行い、より効果的にゼロエミッション自動車
の普及促進を図ります。
公用車EV・FCVを活用しゼロエミッション
自動車の普及啓発を行います。
水素モデル街区のうち、先行して水素ステー
ションの整備を開始します。

【予定】
・水素ステーション整備補助：１箇所

自動車使用管理計画書提出事業者に対し、
次世代自動車導入のメリット等情報提供を
行います。

環境保全行動計画・自動車使用管理計画にお
ける集計・分析を行い、分析結果をHPで公表
しました。

取組を継続します。
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［移動］ 移動の脱炭素化

2030年の目標 目標削減量：約132万ｔ-CO2

公共交通利用の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民・事業者による公共交通機関の利用

乗合バスの路線維持を実施するとともに、
デマンドバスの導入検討を行うほか、公共
交通の利用に対する意識の醸成を図ります。

札幌市における持続可能な公共交通のあり方
等の検討のため、札幌市における地域公共交
通のマスタープランとなる「地域公共交通計
画」を策定することとし、バス事業者、利用
者、学識経験者、関係行政機関などからなる
札幌市公共交通協議会を設置し、協議を開始
しました。
補助制度の運用により補助金の交付を行い、
赤字バス路線の維持を図りました。
既存バス路線廃止への対応として、手稲区に
おいてデマンド交通の実証運行を開始しまし
た。
公共交通の利用に対する意識の醸成を図るた
め、札幌市内小学生を対象とした交通環境学
習を実施しました。

札幌市における地域公共交通計画の作成に向
け、札幌市公共交通協議会での協議を継続し
て実施します。
補助制度の運用により補助金の交付を行い、
赤字バス路線の維持を図ります。
手稲区におけるデマンド交通の実証実験を継
続するとともに、新たに南区におけるデマン
ド交通の実証運行を開始します。
公共交通の利用に対する意識の醸成を図るた
め、札幌市内小学生を対象とした交通環境学
習を継続して実施します。

地下鉄駅等へのエレベーター設置や、路面
電車の低床車両やノンステップバスの導入
促進、ICTを活用した交通情報の提供・交
通モード間の連携など、公共交通の利便性
向上を図ります。

公共交通の利便性向上に向けて、地下鉄駅の
エレベーター設置設計や、路面電車の低床車
両の導入、ノンステップバス及びユニバーサ
ルデザイン（UD)タクシー導入補助などを実
施しました。

【実績】
・エレベーター：設計２駅
・路面電車の低床車両：２両
・ノンステップバス：10台
・UDタクシー：56台
札幌周辺公共交通案内（さっぽろえきバスナ
ビ）について、より利用しやすいシステムと
なるよう既存機能の最適化等を検討しました。

地下鉄駅のエレベーターについては、設計及
び工事を行います。
都心部の移動利便性向上のため、創成川以東
地域における新たな公共交通システムの導入
に向け、デマンド交通や水素燃料車両運行な
どの社会実験の計画等を検討します。
その他については、令和４年度と同様の取り
組みを継続します。

【予定】
・エレベーター：設計１駅、工事２駅
・路面電車の低床車両：１両
・ノンステップバス：10台
・UDタクシー：100台
・えきバスナビ：運用継続
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［移動］ 移動の脱炭素化

2030年の目標 目標削減量：約132万ｔ-CO2

コンパクトな都市の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

効率的で快適かつコンパクトな都市の推進

住宅地においては日常的な生活利便機能が
立地し、都心や地域交流拠点では、多くの
人が利用する公共施設や商業・医療機能が
集積するなど、効率的で快適なコンパクト
な都市づくりを進めます。

コンパクト・プラス・ネットワークの都市づ
くりの取組を推進する「札幌市立地適正化計
画」の見直しに向け、人口動態などをはじめ
とする都市構造評価を実施しました。

過年度に実施した都市構造評価や日常生活を
支える利便施設の立地状況調査などの基礎調
査結果に加えて、将来的な人口構造を踏まえ、
「札幌市立地適正化計画」の見直しに向けた
検討を進めます。
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［資源］ 資源循環・吸収源対策

2030年の目標 目標削減量：約7万ｔ-CO2

省資源・資源循環の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

プラスチックごみの発生・排出抑制

事業者と連携して簡易包装やレジ袋削減な
どを進めます。

「北海道容器包装の簡素化を進める連絡会」
に参画し、市民団体や事業者と連携して、簡
易包装やレジ袋削減などを推進しました。

取組を継続します。

市民・事業者による合成繊維製品のリユース

クリーニング店での古着回収などの取組を
進めます。

新型コロナウイルス感染症の影響により、令
和２年５月からクリーニング店での古着回収
は停止となっています。

クリーニング店・回収業者と連携を取りなが
ら、回収再開の可否について協議・判断して
いきます。

市民・事業者による分別・リサイクル

集団資源回収を実施する団体や回収業者に
対し奨励金の交付などを行います。

【団体奨励金】
申請団体数 4,301
交付金額 116,389,300円

【業者奨励金】
申請業者数 90
交付金額 37,085,000円

【団体奨励金（4月から単価引き上げ）】
申請団体数 4,347
交付金額 146,936,000円

【業者奨励金】
申請業者数 90
交付金額 39,703,000円
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［資源］ 資源循環・吸収源対策

2030年の目標 目標削減量：約7万ｔ-CO2

省資源・資源循環の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

生ごみ減量

家庭や飲食店等における食品ロスの削減や
生ごみの水切りなどの普及・啓発に取り組
みます。

ごみ減量キャンペーン（食品ロスの削減や生
ごみの水切りなどの啓発）を実施しました。
食べ残しの持ち帰りの定着を促す「ドギー
バッグ」を30店舗へ1,235個配布し、食べき
りを呼びかける「マスクケース」を28店舗へ
20,800個配布しました。
大型イベントにおいて、食品ロス削減ついて
啓発を行いました。
大型街頭ビジョンでの「てまえどり」啓発動
画を放映しました。
さっぽろ学校給食フードリサイクルとして、
297校で生ごみをリサイクルし、啓発を行い
ました。

「ごみ減量実践事業」により、事業者・若年
層と行政が一体となって２Rの実践的な事業
を実施し、その事業におけるごみ減量効果の
把握を行います。
会食等での食べきり促す「2510（ニコッ
と）スマイル宴（うたげ）」について、大型
イベント等で呼びかけます。
市内飲食店にドギーバッグや啓発品を配布し
ます。
食べきりやてまえどりの啓発動画を街頭放映
します。
さっぽろ学校給食フードリサイクルを実施し
ます。
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［資源］ 資源循環・吸収源対策

2030年の目標 目標削減量：約7万ｔ-CO2

森林等の保全・創出・活用の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

森林の保全及び整備

森林の公益的機能の維持増進を図るため、
市民・団体・事業者と連携し、手入れ等が
されていない森林について、間伐を促進す
るほか、下草刈りや植樹・育樹などの森づ
くりを促進します。

令和3年に創設した私有林を間伐等するとき
の補助制度（札幌市森林整備事業補助金）に
て森林整備を促進しました。(間伐約8ha、作
業道約3,400mほか)
森林経営管理法に基づき林業者に経営委託し
た私有林（西区小別沢）の森林整備を実施し
ました。（作業道約700m）
都市環境林（市有林）において間伐や植林等
を実施しました。（間伐約55ha）

土砂災害防止や二酸化炭素吸収など、森林の
多面的機能の発揮を目指すため、市内の森林
において、間伐が遅れた人工林の間伐の実施
や伐採跡地への造林、樹種転換等を図ります。
市有林の森林整備を加速化させるほか、私有
林についても補助事業の運用により、間伐を
促進します。

みどりの創出

ごみ処分場跡地において大規模公園である
厚別山本公園の整備や、既成市街地等の公
園の必要性が高い地域での街区公園整備を
進めるとともに、都心部では、公共施設に
おいてまちづくりをリードする良好な緑化
空間を創出するほか、民有地におけるみど
りのオープンスペースの創出や、壁面緑化、
屋上緑化、屋内緑化などの取組を推進しま
す。

厚別山本公園の整備を実施しました。
札幌駅南口、大通界隈、市役所本庁舎、さっ
ぽろ創成スクエア周辺にフラワーコンテナを
設置しました。
民有地で緑化を行う事業者３件に対し工事費
の一部を助成しました。

厚別山本公園の整備を引き続き実施します。
既成市街地等の公園の必要性が高い地域での
街区公園整備に向け、引き続き検討します。
札幌駅南口、大通界隈、市役所本庁舎、さっ
ぽろ創成スクエア周辺にフラワーコンテナを
設置します。
民有地で緑化を行う事業者に対し、工事費の
一部を助成します。
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［資源］ 資源循環・吸収源対策

2030年の目標 目標削減量：約7万ｔ-CO2

森林等の保全・創出・活用の推進 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民・事業者による道産木材等の活用

民間の住宅・建築物、公共施設での道産木
材の利用促進に向けた検討を進めます。

森林環境譲与税を活用し、本市におけるプラ
スチック製品や温室効果ガスの削減、さらに
は森林資源の循環活用に向けた行動変容を市
民に促すことを目的とし、市内の森林の間伐
材を主原料としたタンブラーを製造しました。
北海道との連携について引き続き検討するこ
ととしました。

様々な主体と連携し、道産木材の普及に向け
た取組を進めます。

公園や街路樹などで発生する間伐木や剪定
枝をバイオマス燃料や園芸材として有効利
用します。

公園等で発生する伐採木や剪定枝について、
希望する市民へ配布したほか、チップ化して
園内でマルチング材として再利用しました。

取組を継続します。

木質バイオマスストーブの購入費補助を行
います。

「再エネ省エネ機器導入補助金制度」により、
ペレットストーブを導入する市民に対して補
助を行いました。

【補助実績】
21件

取組を継続します。

住宅や建築物において、 ZEH・ZEBの基
準に対する木質バイオマス燃料利用の追加
に向けて調査検討を行います。

脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省
エネ対策等のあり方・進め方に関するロード
マップ（2021.8 国交省・経産省・環境省）
にて、薪ストーブやペレットストーブの規格
化が盛り込まれたため、その動向を注視しつ
つ、必要な検討を行いました。

取組を継続します。
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［行動］ ライフスタイルの変革・技術革新

2030年の目標 目標削減量：－

ライフスタイルの変革 令和４年度の結果 令和５年度の取組

市民・事業者へのわかりやすい情報発信

2050年のゼロカーボン都市の実現という
目標を市民・事業者と一緒に目指していく
ために、気候変動の影響や将来予測、世界
的な対策の枠組みや本市の施策、一人一人
に取り組んでほしい環境配慮行動などの情
報を体系的にわかりやすくまとめて、市
ホームページほか、様々な機会・メディア
を活用して発信し、主体的な取組を促して
いきます。

ゼロカーボンシティの実現に向けた取組等の
様々な情報発信のため、ゼロカーボンシティ
札幌の実現に向けた本市の取組や将来像のパ
ネルや動画を作成し、各種イベント等で活用
しました。
SDGsや気候変動に関する情報発信のため、
情報誌「poroco」とタイアップし、11月号
で特集記事を掲載しました。
札幌商工会議所と連携し、企業向けの「脱炭
素セミナー」を令和４年５月27日（金）に共
催しました。

引き続き、企業・団体等と連携した情報発信
を継続していきます。

SDGsの視点を踏まえ、多種多様な事業・
イベント等と連動し、これまで気候変動問
題に触れる機会の少なかった市民・事業者
も巻き込んだ啓発事業を展開します。

年代や所属を超えた人々が協力・連携しなが
ら、実際に企業・団体等が抱える課題や地域
の社会課題に対して自分たちにできることを
企画し、実践につなげることを目的とした連
続オンラインプログラム「気候変動・SDGs
アクションLabo」を実施しました。

【実績】
全７回
参加人数：10名

引き続き、持続可能な社会の形成に向けた人
材育成やネットワークづくりを行っていきま
す。
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［行動］ ライフスタイルの変革・技術革新

2030年の目標 目標削減量：－

ライフスタイルの変革 令和４年度の結果 令和５年度の取組

環境を意識したライフスタイルの推進

うちエコ診断やエコライフレポートなどを
通して、省エネなど市民が取り組むべき課
題や成果を「見える化」し、環境を意識し
たライフスタイルの実践を促します。

令和４年８月５日（金）～14日（日）に円山
動物園で実施した「夏の特別企画展」におい
て、展示会場に「エコな暮らしの相談ブー
ス」を設け、うちエコ診断を実施しました
（実績数：８件）。
市立の全小中学校に『エコライフレポート』
を配付し、夏休み・冬休みにおけるエコ行動
の取組を推進しました。

【レポート提出枚数】
合計214,428枚
取組率：夏81.9%、冬85.9%

内容を見直しながら、継続して取組を実施し
ます。

市民・事業者へ環境に配慮した行動をより
効果的に呼び掛けるために、ちょっとした
きっかけを与えることで自発的な行動を促
す手法として近年、行政を含め様々分野で
注目されている「ナッジ」の活用も検討し
ていきます。

G7札幌 気候・エネルギー・環境大臣会合開
催の機運醸成実施に伴う業務量増のため、や
むを得ず本業務の実施を見送りました。

訴求内容の違いによる効果を検証し、より効
果的な手法を検討するとともに、発信を行い
ます。

建設業における「ゼロカーボン」への意識
醸成を図るため、札幌市発注工事の受注者
が工事現場で実施するゼロカーボンに資す
る取り組みに対して、工事しゅん功時の
「工事成績評定」で加点評価します

「ソーラーパネルで得た電力を現場事務所や
現場の仮設照明等の電源へ活用する」、「建
設機械へバイオディーゼル燃料を使用する」、
「工事看板、木杭等へ間伐材を使用する」、
「現場事務所や現場の夜間照明等でLED照明
を使用する」など、省エネをはじめ各種取組
を対象とし、現場関係者の意識醸成を図って
おり、工事管理室で検査を実施した工事
1,104件のうち、取組実施による加点評価は
579件ありました。

取組を継続します。
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［行動］ ライフスタイルの変革・技術革新

2030年の目標 目標削減量：－

ライフスタイルの変革 令和４年度の結果 令和５年度の取組

持続可能な未来に向けた人材育成

ワークショップや出前講座など、市民・事
業者が脱炭素社会に向けたライフスタイル
のあり方について考え・対話する機会を創
出します。特に、気候変動問題に関心の高
い学生など若い人材の育成に力点を置き、
その人材が中心となって若い世代を幅広く
巻き込んだ行動・実践へとつながる流れを
つくっていきます。また、先導的な取組を
進めようとする市民・事業者が活動できる
場の提供やネットワークづくりなどを支援
します。

子どもたちが地球環境を意識し、自発的な行
動につなげるきっかけとして児童会館に通う
小学生を対象にした「環境教育・子どもワー
クショップ」をオンラインで開催しました。

【参加児童数】 63人
企業×ユースによるSDGs協働ワークショッ
プ「SDコン」を開催（全8回、企業等8社・
団体、52名のユースが参加）し、企業と中高
大学生などのユースが脱炭素や持続可能な社
会に向けてともに対話を行う機会を創出した。
また、本ワークショップがきっかけとなり、
高校生が主体となった燃料電池自動車の試乗
会を開催しました。

内容を見直しながら、継続して取組を実施し
ます。

札幌らしい特色ある学校教育【環境】を一
層推進するために、平成23 年度から
「さっぽろっ子環境ウイーク」を設定し、
各園・学校において、省エネ活動など日々
の生活における環境に関わる取組を実施し
ています。

新型コロナウイルス感染症対策を十分に講じ
た上で、可能な取組を実施し、全ての市立
園・学校が、「エコスクール宣言シート」を
学校ホームページに掲載しました。

市立高等学校生が制作した環境に関する動画
視聴等をきっかけに、各園・学校において、
設定した目標について、年間を通して、子ど
もの環境行動を継続したSDGsアクションに
取り組み、環境に関する学びを深め、校内外
での取組の発表をし、「エコスクール宣言
シート」を学校ホームページに掲載します。
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［行動］ ライフスタイルの変革・技術革新

2030年の目標 目標削減量：－

ライフスタイルの変革 令和４年度の結果 令和５年度の取組

新たな社会への適応

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に
社会に定着しつつある新たな生活様式や働
き方などが温室効果ガスの排出量にどのよ
うな影響を及ぼすのか、その把握をしなが
ら排出削減に向けて必要な取組を検討して
いきます。

市民へのアンケートの実施により、新型コロ
ナウイルス感染症流行に伴う生活様式の変化
について、次のような結果が得られました。
・ゴミの量が増加した家庭は３割以上
・光熱費が「増えた」家庭は６割以上と、前

年に比べ増加
・公共交通の利用が「減った」方が４割と、

前年に比べ減少

アンケートの結果を踏まえ、引き続き、必要
な取り組みを検討します。
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［行動］ ライフスタイルの変革・技術革新

2030年の目標 目標削減量：－

技術革新 令和４年度の結果 令和５年度の取組

事業者への支援

省エネやエネルギーマネジメントなどエネ
ルギー分野の技術・製品・システムの開発
等に取り組む市内事業者に対して事業費補
助などの支援を行います。

『環境（エネルギー）技術・製品開発支援事
業』にて、技術・製品開発の取組に対して支
援を行いました。

【支援実績】
2件

資源循環関連産業等におけるカーボンニュー
トラルに資する開発も補助対象に拡充します。

挑戦的な取組を行う事業者を後押しするた
め、都心部において環境・エネルギー分野
における国内外のトップランナーとの交流
や、ビジネスモデルの創出及び実証・実装
に向けた支援を行います。

都心のまちづくりと環境・エネルギーの取組
に関するフォーラムを開催しました。

効果的な取組手法について有識者との意見交
換を行います。
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2030年の目標達成に向けた取組
（市役所編）
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約15.3万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

市有施設・設備の省エネ化

「市有建築物及びインフラ施設等の管理に
関する基本的な方針」に沿って将来の人口
に見合った総量規模適正化を進めるととも
に、庁舎、学校、市民利用施設等の建築物
について新築・改築や大規模改修において
ZEB化を進めます。

市有施設におけるZEB化を推進する体制構築
を進めるとともに、調査・検討を行いました。
仮称）動物愛護センター整備事業について、
実施設計内容に基づき、令和５年１月16日付
けで本市発注施設で初となるBELS認証
（ZEB ready）を得ました。
また、ZEBリーディング・オーナーの登録を
行いました。
工事については令和４年度内に着工し、工程
を進行中です。

引き続き、市有施設におけるZEB化調査・検
討を進めます。
仮称）動物愛護センター整備事業について、
引き続き、BELS認証を得た設計に基づき工
程を進め、令和５年度内に竣工するとともに、
本市初となるZEB readyを達成した市有施設
として供用を開始します。

温室効果ガス排出量の少ない電気やガスな
どを使用する省エネ機器への転換を進めま
す。

推進する体制構築を進めるとともに、事業化
を検討しました。

引き続き、事業化に向けて取組を進めます。
学校の新改築事業について、冷暖房両面にお
いてエネルギー効率の良い、エアコンの整備
を進めます。
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約15.3万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

市有施設・設備の省エネ化

照明や街路灯のLED化、温室効果ガス排出
量の少ない電気やガスなどを使用する省エ
ネ機器への転換について、施設個々の改修
等工事に伴う更新のほかリースによる導入
を検討するなど、一層の促進を図ります。

①札幌市環境マネージメントシステムにおいて、
脱炭素社会の実現に向けて環境方針を改定し、
照明のLED化や省エネ機器への転換への促進を
図りました。
②市営住宅の外灯をLEDに改修しました。(326
灯）
③街路灯のLED化改修を行いました。(街路灯
9,040灯)
④水道施設照明のLED化改修を行いました。
（1施設）
⑤各水処理プラザにおける照明設備に係る現状
の把握とLED化に向けた方針を決定しました。
また、翌年度工事に取り組むため照明設備修繕
工事実施設計を発注しました。
⑥駅舎照明設備のLED化を行いました。（３駅
（北３４条駅、学園前駅、福住駅））また、ト
ンネル照明設備のLED化を行いました。（南北
線真駒内留置線）

①令和4年度と同様の取組を継続します。
②市営住宅の外灯をLEDに改修します。（341
灯）
③街路灯のLED化改修を行います。
④水道施設照明のLED化改修を行います。（2
施設）
⑤照明のLED化（創成川水再生プラザ・手稲水
再生プラザ）を進めます。翌年度工事のための
照明工事に係る設計委託を発注します。
⑥◆駅舎照明設備のLED化を行います。（２駅

（美園駅、豊平公園駅））
◆トンネル照明設備のLED化を行います。

（南北線中の島駅～南平岸駅間、東豊線栄町留
置線・栄町～新道東駅間）

◆東車両基地天井クレーンの照明のLED化改
修を行います。

⑦学校の照明器具について、LED化改修を進め
ます。（69校）
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［省エネ］ 徹底した省エネルギー対策

2030年の目標 目標削減量：約15.3万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

エネルギーロスの削減に向けた設備機器の効果的な運用

デマンド監視装置の導入によるエネルギー
消費の「見える化」や、 AIやICT技術を活
用したエネルギーの最適制御、設備機器の
適切な保守管理と運用改善など、エネル
ギーロスの削減に向けた取組を進めます。

市有施設200施設に設置した電力見える化機
器のデータを活用し、電力使用状況の監視や
分析を行い職員の省エネに対する意識を高め、
電力需要量の削減に取り組みました。

電力見える化機器を設置した200施設の電力
使用状況の監視や分析を引き続き実施し、電
力需要量の削減に取り組みます。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約21.0万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

【再掲】事業者による市有施設への再エネ導入

民間事業者による学校等の市有施設や未利
用地へ太陽光発電設備の導入を促進します。

設置対象施設６施設において、公募にて選定
した事業者とPPAによる太陽光発電設備の設
置に向け、事前検討を行いました。

事業者による事前検討の結果、設置可能と判
断した円山動物園において、太陽光発電設備
の設置を行います。
市が所有する未利用地において、太陽光発電
設備の設置に向けた土質調査を行うとともに、
設置場所となる施設等の特性に応じた事業手
法等の調査・検討を行います。

【再掲】都心部への再エネ導入

都心部を主な供給エリアとする地域新電力
事業を立ち上げ、清掃工場のバイオマス電
力の活用や道内の再生可能エネルギー発電
事業との連携に取り組むとともに、都心エ
リアの建物や市有施設への電力供給につい
ても検討を行います。

都心部への再生可能エネルギーの導入手法に
ついてスキームの整理を行いました。

札幌都心部への再生可能エネルギーの導入手
法について、具体的な手法および導入に向け
た支援策の検討を行います。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約21.0万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

【再掲】ごみ焼却・下水エネルギー・水力エネルギーの活用

清掃工場の建て替え時に、高効率なエネル
ギー回収システムを導入し、ごみ焼却エネ
ルギーのさらなる活用を図ります。

駒岡清掃工場の更新において、効率的なエネ
ルギー回収システムの導入により、エネル
ギー供給拠点としての機能を高め、一次エネ
ルギーの削減とそれに伴うCO2削減を図るこ
とを計画しており、令和７年度の運用開始に
向け、更新工事を進めました。

取組を継続します。

下水やその処理水、汚泥などが有するエネ
ルギー・資源を積極的に活用します。

東部スラッジセンターにおける焼却廃熱発電
設備の導入を検討しました。
下水熱の利用を検討するために必要となる情
報を取りまとめた「札幌市下水熱利用ガイド
ライン」を策定しました。

引き続き東部スラッジセンターにおける焼却
廃熱発電設備の導入検討を行います。
西部スラッジセンター2系焼却施設における
焼却廃熱発電設備の供用を開始します。
市有施設における下水熱ロードヒーティング
の導入検討を行います。

水力エネルギーの効率的な活用を進めます。 平岸配水池水力発電設備新設工事については、
令和4年12月にしゅん工し、2月1日～売電
を開始しています。
豊平川水道水源水質保全バイパス水力発電事
業については、工事に着手しました。

豊平川水道水源水質保全バイパス水力発電事
業については、水力発電導入に向け、設備新
設工事（令和8年度完了予定）を引き続き実
施します。
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［再エネ］ 再生可能エネルギーの導入拡大

2030年の目標 目標削減量：約21.0万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

環境に配慮した電力契約の検討

市有施設への環境配慮型電力契約の導入に
ついて検討します。

指定管理者施設も含め、市有施設全ての電力
調達において環境配慮型電力契約に適応する
よう要綱を改正しました。

毎年度、国から環境配慮型電力契約の配点表
が更新されるため、適宜、要綱改正を行いま
す。

市有施設「RE100化モデル事業」の検討

再生可能エネルギーの利用拡大を広く呼び
掛けるため、象徴的な市有施設の使用電力
を再生可能エネルギー100％に切り替え
る、「RE100化モデル事業」の検討を行
います。

市役所本庁舎に対して、再エネ100％電力へ
の切替えを行いました。

市役所本庁舎に加え、札幌駅前地下歩行空間
への再エネ100％電力を調達を目指し、供給
できる小売電気事業者を入札により決定しま
す。
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［移動］ 移動の脱炭素化

2030年の目標 目標削減量：約0.2万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

公用車の次世代自動車への切替

「公用車の次世代自動車導入指針」に基づ
き、公用車を次世代自動車へ切り替えてい
きます。

「公用車の次世代自動車導入指針」に基づき、
公用車導入時の事前協議を行い、次世代自動
車への切替を促進しました。

令和４年度と同様の取組を継続するとともに、
国の方針や次世代自動車の普及状況を踏ま
え、、適宜、導入基準の見直しを行います。

公共交通機関の利用

外勤時には、可能な限り自動車の使用を控
え、公共交通機関を積極的に利用します。

脱炭素社会の実現に向けた環境方針に基づき、
廃棄物の発生・排出を抑制し、省資源・資源
循環を推進しました。

取組を継続します。
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［資源］ 資源循環・吸収源対策

2030年の目標 目標削減量：約6.9万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

環境マネジメント

「札幌市環境マネジメントシステム
（EMS）」の運用により、ペーパーレス
の推進などを継続的に実施し、市役所内の
廃棄物の発生・排出を抑制します。

脱炭素社会の実現に向けてた環境方針に基づ
き、廃棄物の発生・排出を抑制し、省資源・
資源循環を推進しました。

取組を継続します。

【再掲】プラスチックごみの発生・排出抑制

事業者と連携して簡易包装やレジ袋削減な
どを進めます。

「北海道容器包装の簡素化を進める連絡会」
に参画し、市民団体や事業者と連携して、簡
易包装やレジ袋削減などを推進しました。

取組を継続します。

【再掲】生ごみ減量

家庭や飲食店等における食品ロスの削減や
生ごみの水切りなどの普及・啓発に取り組
みます。

ごみ減量キャンペーン（食品ロスの削減や生
ごみの水切りなどの啓発）を実施しました。
食べ残しの持ち帰りの定着を促す「ドギー
バッグ」を30店舗へ1,235個配布し、食べき
りを呼びかける「マスクケース」を28店舗へ
20,800個配布しました。
大型イベントにおいて、食品ロス削減ついて
啓発を行いました。
大型街頭ビジョンでの「てまえどり」啓発動
画を放映しました。
さっぽろ学校給食フードリサイクルとして、
297校で生ごみをリサイクルし、啓発を行い
ました。

「ごみ減量実践事業」により、事業者・若年
層と行政が一体となって２Rの実践的な事業
を実施し、その事業におけるごみ減量効果の
把握を行います。
会食等での食べきり促す「2510（ニコッ
と）スマイル宴（うたげ）」について、大型
イベント等で呼びかけます。
市内飲食店にドギーバッグや啓発品を配布し
ます。
食べきりやてまえどりの啓発動画を街頭放映
します。
さっぽろ学校給食フードリサイクルを実施し
ます。
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［資源］ 資源循環・吸収源対策

2030年の目標 目標削減量：約6.9万ｔ-CO2

令和４年度の結果 令和５年度の取組

道産木材の利用

森林環境譲与税を活用した市有施設への道
産木材の導入を検討します。

学校や児童会館、（仮称）動物愛護センター
の改築や改修工事において道産木材を利用し
ました。（教育施設その他公共建築物では計
13施設に充当）

学校、児童会館、公園の管理事務所などへの
道産木材の利用を予定しています。
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［行動］ ライフスタイルの変革・技術革新

2030年の目標 目標削減量：－

令和４年度の結果 令和５年度の取組

環境マネジメント

さっぽろエコスタイル（クールビズ・
ウォームビズ）の実施や庁舎内での階段使
用など職員による省エネ行動を推進します。

実施期間を令和４年５月10日（火）～10月
10日（月）と定め、業務内容や執務環境に応
じた暑さをしのぎやすい服装を励行しました。

取組を継続します。

「札幌市グリーン購入ガイドライン」「札
幌市公共工事環境配慮ガイドライン」「札
幌市公共建築物環境配慮ガイドライン」
「雪対策環境配慮ガイドライン」などに基
づき、環境負荷の少ない製品やサービスの
利用を推進します。

各ガイドラインに基づき、環境負荷の少ない
製品やサービスの利用を推進しました。

取組を継続します。

ワークライフバランスの推進

「ノー残業デー」や休暇の取得促進など、
二酸化炭素排出の削減にもつながる職員の
勤務体制の推進に努めます。

脱炭素社会の実現に向けた環境方針に基づき、
環境問題に関する啓発・教育活動を推進しま
した。

取組を継続します。
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気候変動への影響への適応策
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

水害対策

河川の拡幅や流域貯留施設などの計画的な
整備と、河川施設の適切な維持管理を実施
します。

河川の拡幅や流域貯留施設などの整備と、河
川施設の維持管理を実施しました。

取組を継続します。

札幌市防災アプリ「そなえ」や洪水ハザー
ドマップの提供など、市民・事業者の備え
を支援するための取組を実施します。

札幌市浸水ハザードマップに中小河川の新た
な浸水想定区域を追加し、年度内に全戸配布
しました。

浸水対策に関する出前講座などを活用してハ
ザードマップの更なる普及に努めます。

雨水拡充管などの計画的な整備に加え、窪
地など雨水が集まりやすい場所については、
周囲の地形状況などに応じた個別の対策を
進めます。

平岸地区において雨水拡充管1.3kmを整備し
ました。

平岸地区において0.5km、中の島地区におい
て0.4kmの雨水拡充管を整備するとともに、
新たに地下鉄新道東駅地区において雨水拡充
管の整備に向け実施設計等を行います。
○窪地など雨水が集まりやすい場所4箇所に
おいて、雨水専用管等を整備します。

市民・企業・行政の協働による雨水流出抑
制を進めるとともに、内水ハザードマップ
の提供など、市民・事業者の備えを支援す
るための取組を実施します。

民間施設等38箇所において、雨水流出抑制に
ご協力いただきました。
札幌市浸水ハザードマップに中小河川の新た
な浸水想定区域を追加し、年度内に全戸配布
しました。

民間施設等のご協力を得て、雨水流出抑制の
取組を進めます。
浸水対策に関する出前講座などを活用してハ
ザードマップの更なる普及に努めます。

都市の貯水機能向上にもつながるグリーン
インフラの導入検討のための調査を行うと
ともに、透水性のモデルガーデンを紹介す
るなど、市民・事業者に対する普及啓発を
行います。

国土交通省の「先導的グリーンインフラモデ
ル形成支援」における重点支援団体への採択
を受け、試行的整備のグリーンインフラ（雨
水浸透型花壇）について、雨水浸透・貯留機
能に関する定量的な効果の検証のための調査
を実施しました。
事業推進に向け他部局等との庁内勉強会を実
施しました。

グリーンインフラ活用型都市構築支援事業計
画の策定に向けて、引き続き、庁内他部局等
との情報共有を図りつつ、グリーンインフラ
（雨水浸透型花壇）に関する調査、検討に取
り組みます。

自然災害 水害、土砂災害、強風等
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

土砂災害対策

土砂災害ハザードマップの提供など、市
民・事業者の備えを支援するための情報提
供を行います。

作成済みの土砂災害ハザードマップのうち、
市内５地区について地図情報等を更新し、地
域住民へ配布しました。

取組を継続します。

がけ地の斜面状況等の情報提供、がけ地の
防災情報等の普及啓発を行います。

がけ地斜面状況等の情報提供として、既存が
け地カルテの更新を行い、継続して窓口での
情報提供をしています。
がけ地防災情報の普及啓発として、一般市民
向けの「がけ地防災市民カルテ」を作成しま
した。令和4年度より研修等を通じて普及啓
発を行っています。

引き続き既存がけ地カルテの更新を行い、継
続して窓口での情報提供をします。
研修等を通じて「がけ地防災市民カルテ」の
普及啓発を行い、市民の自助力、共助力向上
を図ります。

強風被害対策

風倒木被害を縮小するための間伐など、人
工林の適正な維持管理を実施します。

令和3年に創設した私有林を間伐等するとき
の補助制度（札幌市森林整備事業補助金）に
て森林整備を促進しました。(間伐約8ha、作
業道約3,400mほか)
森林経営管理法に基づき林業者に経営委託し
た私有林（西区小別沢）の森林整備を実施し
ました。（作業道約700m）
都市環境林（市有林）において間伐や植林等
を実施しました。（間伐約55ha）

土砂災害防止や二酸化炭素吸収など、森林の
多面的機能の発揮を目指すため、市内の森林
において、間伐が遅れた人工林の間伐の実施
や伐採跡地への造林、樹種転換等を図ります。
市有林の森林整備を加速化させるほか、私有
林についても補助事業の運用により、間伐を
促進します。

全般的対策

自然災害により多量の災害廃棄物が発生し
た場合、「札幌市災害廃棄物処理計画」に
基づき迅速かつ適切な処理を行います。

令和４年度については多量の災害廃棄物の発
生を伴う自然災害は発生しなかったため、処
理等は行いませんでした。なお、多量の災害
廃棄物が発生した場合には、当該計画に基づ
き適切に対応を行います。

必要に応じて、随時、計画の見直しを行って
いきます。

自然災害 水害、土砂災害、強風等
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

停電発生時の電源確保・エネルギー対策

災害時の非常用電源としても活用できる次
世代自動車の普及に向けて、購入費用の補
助を行います。

補助制度の運用により補助金の交付を行い、
次世代自動車の普及促進を図りました。

【実績】
自動車：167台
V2H充電設備：28基

高額車両の補助金額の見直しやHVやNGVへ
の補助の廃止など、補助制度の精査を行い、
より効果的にゼロエミッション自動車の普及
促進を図ります。

【予定】
・EV：128台 ・FCV：1台
・V2H充電設備：16基
・集合住宅充電設備：3基

災害対策用の電源としても活用できる太陽
光発電の普及に向けて、学校等の市有施設
への民間事業者による設備導入を促進しま
す。

設置対象施設６施設において、公募にて事業
者の選定を行いました。

事業者による事前検討の結果、設置可能と判
断した円山動物園において、太陽光発電設備
の設置を行います。
市が所有する未利用地において、太陽光発電
設備の設置に向けた土質調査を行うとともに、
設置場所となる施設等の特性に応じた設置事
業手法等の調査・検討を行います。

住宅の防災強化に向けて、省エネ・再エ
ネ・蓄エネ機器の導入支援補助を行います。

「再エネ省エネ機器導入補助金制度」により、
太陽光発電や定置用蓄電池等を導入する市民
に対して補助を行いました。

【補助実績】 793件
「再エネ機器導入初期費用ゼロ事業補助金制
度」により、太陽光発電又は定置用蓄電池を
初期費用ゼロで導入する市民に対して間接的
に補助を行いました。

【補助実績】 51件

取組を継続します。

都心エネルギーマスタープラン・アクショ
ンプランに基づき、自立分散型電源の整備
誘導に加え、災害時のエネルギー供給や施
設運用に関するルール作りなど、ハード・
ソフト両面での防災体制づくりを官民連携
により実施します。

札幌都心Ｅ！まち開発推進制度により、都心
の民間開発への自立分散電源の整備誘導を行
いました。

取組を継続します。

産業・経済活動・都市生活 停電、観光・イベント、除排雪
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

産業・経済活動に対する影響の調査・研究

産業・経済活動に対する気候変動の影響に
ついて、国等と連携して調査・研究に取り
組んでいきます。

国が開催する気候変動適応広域協議会に参加
し、「気候変動による香水の変化等に伴う北
海道内の事業活動への適応」をテーマとした、
広域アクションプランを策定しました。

気候変動適応広域協議会において、気候変動
適応に関する情報共有及び意見交換を行いま
す。

雪対策

大雪や暖気・降雨等による道路交通への影
響を軽減するため、気象予報を注視し道路
パトロールを強化するとともに、除排雪体
制の確保に向けた取組を推進します。

気象予報に応じて適宜道路パトロールを実施
するとともに、建設業の人材確保に向けた支
援事業の周知や除雪従事者の魅力向上につな
がる情報発信を行うなど、除排雪体制の確保
に向けた取組を推進しました。

引き続き、気象予報に応じて適宜道路パト
ロールを実施するとともに、除排雪体制の確
保に向けた取組を推進します。

産業・経済活動・都市生活 停電、観光・イベント、除排雪
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

熱中症対策

熱中症予防に関する国の通知やパンフレッ
ト等の配布、本市ホームページへの掲載に
よる普及啓発や注意喚起を実施します。

熱中症予防に関する国の通知やパンフレット
等の配布、本市ホームページへの掲載による
普及啓発や注意喚起を実施しました。

取組を継続します。

過去の熱中症等に係る救急出動状況から、
救急出動が多くなる時期、時間帯、曜日、
蓄等を分析した上で、期間を定めて特別に
編成する特設救急隊を配置します。

令和４年７月17日（日）から令和４年８月
16日（火）まで特設救急隊を配置し、計31
隊、計87件の出動に対応しました。

取組を継続します。

夏期における執務室の温度管理を徹底する
とともに、冷房に頼りすぎない服装での勤
務を励行するため、さっぽろエコスタイル
（クールビズ）を推進します。

実施期間を令和４年５月10日（火）～10月
10日（月）と定め、業務内容や執務環境に応
じた暑さをしのぎやすい服装を励行しました。

取組を継続します。

市民・事業者に対して、住宅・建築物の高
断熱高気密化による夏期の室内環境の改善
を促します。

「ZEB・ZEH-M設計支援補助金制度」によ
り、高断熱な住宅・建築物の普及を促進しま
した。

【補助実績】
ZEB 9件
ZEH-M 3件
「札幌版次世代住宅基準」に適合する住宅の
認定及び建設費の補助や、普及啓発などを実
施しました。

【補助実績】
78件（令和5年3月31日時点）

取組を継続します。

熱中症の危険度が高まる場合に注意喚起を
実施します。

- 熱中症警戒アラートの発表や一定レベルを超
える暑さ指数の予報が出た場合には、市公式
SNS等により市民へと注意喚起を実施します。

健康 熱中症、感染症、食中毒
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

感染症対策

感染症法に基づく医師からの発生届等を踏
まえ、感染症の拡大防止策を検討・実施し
ます。

医療機関から感染症に係る相談を受けた際に
は、必要に応じて対応の助言、行政検査を実
施。
発生届受理後は、必要に応じて患者の疫学調
査や接触者調査等を速やかに実施。
感染症発生動向調査により発生増加傾向が見
られる感染症については、市民や関係機関に
対してホームページ等で予防の注意喚起を実
施。

取組を継続します。

2016年に定期予防接種対象地域として北
海道が新たに追加された、日本脳炎の定期
予防接種の対象者に対し通知を行い、接種
勧奨を実施します。

各区保健センターで3歳児健診の際に予防接
種のお知らせを配布するほか、高校3年生の
年齢に相当する市民に対し、個別通知を行い、
接種勧奨を実施します。

取組を継続します。

食中毒対策

食品衛生監視員による施設への立入検査及
び食品の抜き取り検査、事業者の自主的な
衛生管理の推進、市民への食品衛生知識の
普及啓発等を実施します。

各種広告媒体を活用し、食中毒予防の市民啓
発を行いました。

【雑誌広告(月刊poroco、北海道おやこ新聞)】
3回

【シネアド（札幌シネマフロンティア）】
42日間（7/29～8/11、9/16～29、

12/23～1/5）
【広報さっぽろ(全市版)】 2回（7、11月号）
【地下鉄掲示板等におけるポスター掲示】

7～8月中
以下のイベントにおいて、正しい手洗い方法
について市民啓発を行いました。

【環境広場2022（札幌ドーム内）】
手洗い体験事業の実施

【市場マイスターツアー（札幌市中央卸売市場
内）】 手洗い教室の実施

新型コロナウイルスの影響により中止してい
た参集型の事業を再開するとともに、各種広
告媒体を活用した市民啓発も引き続き実施し
ます。

健康 熱中症、感染症、食中毒
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

水質対策

水質汚濁防止法に基づき、河川水質の常時
監視を実施します。

水質汚濁の代表的な指標であるBODは、環境
基準点15地点全ての地点で環境基準に適合し
ていました。

取組を継続します。

水源パトロールや水質自動監視装置などに
より、水道水質の監視・管理を実施します

水源パトロールや水質自動監視装置により、
水源から蛇口までの水質監視を連続して継続
的に実施しました。
正確な水質測定を維持していくため、水質自
動監視装置の適切な管理および計画的な更新
を実施しました。

取組を継続します。

水源対策

豊平川上流域における通常時の水質悪化の
要因を取り除くとともに、事故・災害発生
時においても良質な河川水を確保するため、
豊平川水道水源水質保全事業を実施します。

水道水質を保全するための施設整備工事等を
実施しました。

取組を継続します。

水源の約98%を依存している豊平川以外
に安定した水源を確保するため、当別ダム
を水源として水道水を供給する石狩西部広
域水道企業団に参画します。

石狩西部広域水道企業団からの受水に向け、
構成団体の一員として企業団の運営に協力し
ました

取組を継続します。

水環境・水資源 水質、水源
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

自然環境調査

野生生物の生息・生育状況を把握するため、
専門家による詳細な自然環境調査を行うと
ともに、市民参加型の生き物調査（モニタ
リング）を実施します。

自然環境調査は、市内5カ所で昆虫類の調査
を実施しました。市民参加型の生き物調査は、
401チーム・1,930名参加、12,719件の報
告が得られました。

自然環境調査は過去調査の分析を予定してい
ます。市民参加型の生き物調査は、令和4年
度と同様に実施します。

市民団体や関係機関と連携した協働型生き
物調査を実施します。

北海道森林ボランティア協会、平岡どんぐり
の会に依頼し、調査データの提供を受けまし
た。

平岡どんぐりの会、カラカネイトトンボを守
る会との連携を検討中です。

生物多様性保全の普及啓発

札幌市版レッドリストについて随時見直し
を実施するとともに、市内に生息する希少
種の保全について普及啓発を行います。

環境広場さっぽろにおいて、レッドリストの
冊子を配布しました。

取組を継続します。

ホームページ、各種広報媒体、イベント、
円山動物園での展示などを通して生物多様
性の保全に関する普及啓発を行います。

ホームページでの広報に加え、カッコー先生
公式ツイッターを開設、円山動物園と共催の
ウェビナー等様々な普及啓発を実施しました。

・気候変動を中心とした環境問題について学ぶ
連携授業（宮の森小学校3-6年生）
・環）環境共生担当課との共催で、夏の特別企
画展「気候変動と生き物の変化を探ろう～クー
ラーを使えるキミと使えない生き物たち～」を
実施
・海鳥展
・ニホンザリガニ円山会議
・総合学習・出前講座「ホッキョクグマはなぜ
減っている？」（10団体、841名）

円山動物園と協力し、引き続き普及啓発を実
施します。
令和4年度と同様の取組を継続するとともに、
気候変動対策に関する教育プログラム作成し、
実施していきます。

自然生態系 野生生物の生息・生育状況の変化や種の絶滅、野生鳥獣
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

外来種対策

特定外来生物であるアライグマやオオハン
ゴンソウ等の防除を実施します。

東海大学と協力し、オオハンゴンソウの防除
作業を実施しました。
アライグマについては防除実施計画に基づき
246個体を防除しました。
ウチダザリガニの防除作業を実施しました。

大学・地域等と連携し、防除作業を継続して
実施します。

北海道が作成するブルーリストにより外来
種の侵入状況を把握するとともに、外来種
被害予防三原則（入れない・捨てない・拡
げない）に基づく対策と普及啓発を実施し
ます。

アズマヒキガエルの防除作業を実施し、オン
ラインワークショップや環境広場さっぽろな
どで外来種の普及啓発を実施しました。

大学・地域等と連携し、防除作業を継続して
実施します。

野生鳥獣対策

電気柵の普及や河畔林を下草刈り等、ヒグ
マの市街地侵入抑制策を実施します。

家庭菜園用電気柵普及事業として貸出事業37
件、購入補助事業44件のほか、緑地管理とし
て河畔林等の下草刈りを8地区、放棄果樹伐
採を1地区で実施しました。このほか、ヒグ
マフォーラムの開催や小中学校でのヒグマ講
座等普及啓発事業を開催しました。

令和4年度の事業を継続するとともに、令和5
年3月に策定した「さっぽろヒグマ基本計画
2023」に基づき、対策の強化に当たります。

自然生態系 野生生物の生息・生育状況の変化や種の絶滅、野生鳥獣
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令和４年度の結果 令和５年度の取組

生態系の保全

豊平川における毎年のサケ回帰を目的とし
て、サケ稚魚の放流を行うとともに、自然
産卵する環境の整備を推進します。

市民や行政・大学の研究者・さけ科学館等の
有志による「札幌ワイルドサーモンプロジェ
クト」の活動として豊平川の野生サケを優先
的に保全し、サケやその他魚類の生息環境の
改善等を検討するとともに、サケ遡上数が大
きく減らないよう放流数をコントロールする
「順応的管理」を導入し、豊平川に回帰する
サケ親魚のモニタリング調査及びサケ稚魚降
下調査等を共同で実施しました。

【取組結果】サケ親魚の遡上数：2,570尾、産
卵床確認数：1,285個

サケ稚魚の放流数：73,210尾

引き続き「札幌ワイルドサーモンプロジェク
ト」の活動を通して、野生サケの保全及び生
息環境の改善に向けた取り組みを行います。

【予定】サケ稚魚の放流予定数：55,000尾

自然生態系 野生生物の生息・生育状況の変化や種の絶滅、野生鳥獣

48



令和４年度の結果 令和５年度の取組

農作物対策

関係機関と連携し、高温や排水対策技術等
について情報提供を行います。

北海道病害虫防除所によって発行される病害
虫発生予察情報における月報の中で、必要に
応じて気象概況について情報提供されていま
す。

取組を継続します。

関係機関と連携し、害虫の発生予察を実施
します。

石狩農業改良普及センターや札幌市農協と連
携しながら、市内生産者3件に協力を依頼し、
6月1日～9月28日までの週1回、計18回の
コナガの発生予察調査を実施しています。

取組を継続します。

農業生産基盤対策

用・排水施設の新設や改良、災害防止、農
地及び農業用施設の災害復旧、ビニールハ
ウス及び付帯施設の設置、雨よけハウスの
導入など、生産基盤の整備に要する経費の
一部を補助します。

【補助実績】
補助件数 21件
補助金額 9,353千円

用・排水施設の新設や改良、ビニールハウス
の導入など、生産基盤の整備に要する経費の
一部を補助します。

家畜対策

関係機関と連携し、家畜伝染病予防法に基
づく検査のほか、発生予防巡回指導等の立
会・連絡調整を行い、各種伝染病の感染状
況等を把握するとともに、防疫に関する普
及啓発を実施します。

【家畜伝染病予防法第5条で規定する検査実施】
16件264群（蜜蜂蜜蜂腐蛆病検査）
【家畜防疫に係る立入指導等件数（検査を含
む）】
延べ65件
【市内における家畜伝染病の発生件数】
0件

取組を継続します。

農業 農作物、農業生産基盤、家畜
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